
一般企業法務・M&A分野を主として取り扱っており、株主総会対応、国内外における企業買収・企業提携、合弁、コーポレ
ートガバナンス、各種商取引関連契約など幅広い分野についてアドバイスを行っています。とりわけ、プロキシーファイト、

敵対的買収防衛やアクティビスト株主対応といった有事対応に数多く関与しており、関連する商事訴訟・紛争なども取り扱っ

ております。
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インサイト

NEWSLETTERS ニュースレター

【会社法】吸収合併消滅会社の株

主が合併契約承認のための株主…

2023.12.05

SEMINARS セミナー

リアル開催セミナー「2024年定時
株主総会の振り返りと来年以降…

2024.07.17

経済産業省『企業買収における行

動指針』の概要と留意点

2023.11.14

2021年定時株主総会の振り返りと
来年以降の株主総会対策のポイ…

2021.09.13

PUBLICATIONS 著書・論文等

ジーネクスト新株等発行差止仮処

分申立事件にかかる動向と分析

2024.12.01 論文

企業買収における「特別委員会」

の意義と役割

2024.10.01 論文

三ッ星の株式に関する大量保有報

告書等の不提出等に対する課徴…

2024.10.01 メディア

CAREER
経歴

2001年3月 開成高等学校卒業

2006年3月 東京大学法学部（法学士）

2007年9月 最高裁判所司法研修所修了（60期）・弁護士登録（第二東京弁護士会）

2007年9月 - 2018年1月 西村あさひ法律事務所勤務

2013年5月 米国University of Michigan Law School (LL.M., in International Taxation)

2013年9月 - 2014年8月 ブリスベンのClayton Utz法律事務所勤務
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2016年9月 - 2024年1月 早稲田大学法務教育研究センター　講師（租税法担当）

2018年2月 当事務所入所

2021年1月 当事務所パートナー就任

QUALIFICATIONS

資格・登録

弁護士登録（2007年）

PROFESSIONAL AND
ACADEMIC
ASSOCIATION

所属

第二東京弁護士会

LANGUAGES

使用言語

日本語

英語


